
 

 

お寄せいただいた意見の概要とそれに対する市の機関の考え方 

 

＜計画全体について＞ 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方   

第８期計画では、アンケート結果などを成

果指標としている点では、施策に対しての

市の方向性が見やすいものとなっている

が、目標値の根拠が数値のみとなってお

り、なぜその数値を上げる必要があるかの

根拠が分からない。第７期計画では、各事

業に第６期の実績値と第７期の計画値があ

り、計画値の推移をみることができ分かり

やすかった。今回、実績値と計画値を盛り

込まない理由はあるのか。 

第８期計画の策定に当たっては、国より第

７期計画までの過去の実績を踏襲する「実

績踏襲型」の策定ではなく、市として目指

すビジョンを明確にし、その達成を見据え

たサービス提供体制の構築を図る「ビジョ

ン達成型」により策定することが策定方法

として示されました。そのため、第８期計

画では、各事業の実績及び計画値を記載す

るのではなく、各施策の目指す姿を数値化

し、現状と目標を示したところです。 

しかしながら、ご意見をいただきましたよ

うに目標値の根拠が分かりにくいため、そ

の点を加筆修正いたします。 

 

＜第２章 高齢者を取り巻く状況＞ 

（１）要支援・要介護認定の状況について（９頁～13頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方   

近隣市、埼玉県や全国との比較をしている

が、その高低・多少についてどのように分

析、判断するのかを表示することが必要だ

と思う。その結果、施策にどのように取り

入れていくのか検討してくこととなるので

はないか。 

 

今回、要支援・要介護認定率や、要介護度

の分布等におきまして、春日部市の状況を

把握するため、全国・県・近隣市との比較

を記載しました。春日部市の数値の要因に

ついて検証は行っていますが、確定的なも

のではないため、記載することは控えてお

ります。 

 

 

 

 



 

 

（２）日常生活圏域ごとの現状について（16頁～23頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方   

第１生活圏域から第８生活圏域までの「高

齢者の状況」欄を一表にまとめて、各地域

の状況が容易に比較可能となるようにすれ

ば、より分かりやすくなると思う。 

高齢者の状況について、より現状を明確に

するため、ご意見のとおり第１～第８生活

圏域の一覧を巻末の参考資料に掲載しま

す。 

 

＜第３章 本市の施策の結果と課題＞ 

（１）介護事業所アンケート調査結果について（35頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方   

どこの施設も介護者が不足している。施設

は増えても、働く者がいなくては意味がな

い。どうしても賃金が低く、何か策があれ

ばいいと思う。今後がとても不安。国が決

めたことではあるが、介護保険料もなぜ 40

歳からなのか。年金は 20 歳からなのに。統

一してこそ、みんなが支えあっていると思

える。 

介護者不足につきましては、今回実施した

事業所アンケートの結果により、改めて現

状の認識をしたところです。ご意見にある

低賃金や、保険料負担の年齢の範囲は国が

定めることであり、春日部市としては国の

定めに従って対応することとなります。 

市では介護人材の確保に向けて、73 頁に記

載した対策を行ってまいります。 

 

（２）第７期計画の検証と本市の課題について（36頁～41頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜ふれあい大学の入学希望者減少＞  

年金の 65 歳支給開始に伴い、70 歳までの雇

用延長が一般化し始めている。60 代前半は

ほぼ現役世代と同様の就業環境になってい

て、ふれあい大学などへの参加意欲を削い

でいるように思う。一方、この時期に地元

の結びつき、仲間づくりをその後の生活に

活かすことは、とても重要なことだと実感

している。課題にもあるように、60 代前半

の働く世代へのアプローチを進める必要が

あると思う。 

ご意見にあるとおり、６０代前半の高齢者

については就業環境等の変化から入学者数

は少ない状況となっています。就業による

生きがいづくりも大切ですが、一方で、退

職後の生活を見据えた仲間づくりや元気に

いきいきと暮らしていくための学習機会を

得ることも大切であると考えます。そのた

め、働く高齢者に対しての情報発信につい

ても検討し、そのような方にも参加しやす

い実施方法について検討していきます。 



 

 

＜敬老会の来場者＞  

敬老会の来場者を増やすべく市としても広

報活動に努力していますが、市民文化会館

までの交通の確保に問題がある。近年、高

齢者の交通事故の影響を受け、運転免許証

を返上する高齢者が多いことから、庄和、

武里団地、内牧、豊野地区等からの来場希

望者は、交通手段の確保が容易ではないの

ではないか。遠距離者の利便性を考慮し、

貸し切りバス、路線バス、鉄道等の無料乗

車券を発行して、来場を促す方策を講じて

もよいのではないか。 

計画策定に際し、６５歳以上の高齢者に実

施したアンケートにおいて、「参加する予

定はない」の割合が約４割となっており、

会場までの交通手段の確保だけでなく、敬

老事業としての実施方法全体として、見直

す必要があると考えています。 

対象者の方に対し心温まるお祝いができる

よう、共催団体である社会福祉協議会と協

議を行いながら、今後の敬老事業のあり方

を検討していきます。  

 

  



 

 

＜第５章 施策の展開＞ 

（１）施策展開１ 「地域包括ケアシステムの深化・推進」について（46頁～50頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜地域包括支援センターの運営＞  

地域の高齢者に包括支援センターの役割を

知らせることは重要。周知の方法が書かれ

ていないが、大きめの文字で包括支援セン

ターの場所、役割を書いたパンフレットを

全高齢者世帯に配布してほしいと考えるが

どうか。 

現在、地域包括支援センターのパンフレッ

トや地域包括支援センターについて記載を

している「そらまめ手帳」を市内公共施設

等に配架するほか、市公式ホームページへ

の掲載や広報紙での定期的なお知らせを行

っています。パンフレットの全高齢者世帯

への配布はなかなか難しいものですが、高

齢者だけではなく、その家族の方々にも情

報が届くよう、様々な媒体を利用して、身

近な相談先として地域包括支援センターに

ついて周知してまいります。 

 

（２）施策展開２ 「健康維持・介護予防の推進」について（51頁～53頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜方向性① 身近な地域での健康づくりを推

進します＞  

身近な地域での事業を周知できて、参加し

やすいように、各事業の担当課に公民館を

加えてほしい。 

対象となる高齢者の目に触れ参加しやすく

なるよう、担当課である高齢者支援課と公

民館で連携しながら効果的な情報発信方法

を検討していく必要があると考えています

が、公民館を担当課に追加することについ

ては、現時点では考えていません。 

＜予防接種の実施＞  

高齢者肺炎球菌の予防接種の支援は１回限

りだが、効果の面からは５年に１回が望ま

しいとのこと。５年に１回とすることはで

きないか。 

予防接種法に基づく定期予防接種であるた

め、今後も国の動向を注視してまいりま

す。 

＜特定健康診査・特定保健指導の実施＞  

特定検診の時期を通年にできないか。若者

の受診のために、休日にできる体制が必要

なのではないか。 

特定健康診査の実施時期については、医療

機関の混雑時期（冬の感染症流行時期）等

を考慮し、決定しています。 

特定健康診査の実施体制については、委託



 

 

先である春日部市医師会と協議の上、決定

しており、各医療機関の受入が可能な曜

日、時間帯としており、土日に健診を行っ

ている医療機関もあります。 

検診実施後の二次検診、治療を個人判断に

任せるだけでなく、説明会を通じてすすめ

ることまでしてほしい。 

特定健診実施後については、健診結果の返

却時に、検査内容に関するパンフレットを

配布し、治療等が必要な方には医療機関に

おいて受診を勧めるなどの対応を行ってい

ます。 

また、健診結果が基準値を超える方には、

生活改善ができるよう個別に特定保健指導

の勧奨通知を行っています。今後も生活習

慣病の予防や早期治療につなげられるよう

医療機関と連携して実施していきます。 

＜介護予防普及啓発事業＞  

「春日部そらまめ体操」は開発から 15 年余

になる。運動内容やそらまメイトによる運

営方法などの見直し等の検討をしてほし

い。 

「春日部そらまめ体操」の運動内容は、高

齢者の機能の維持向上、介護予防を目指

し、専門家の指導のもと開発され、そらま

メイト（そらまめ体操ボランティア指導

者）の皆さんのご協力をいただき、体操の

普及を進めてきたものです。 

春日部そらまめ体操は、体操の普及開始時

から常に参加者人数が増加しており、市民

の方にも親しみを持っていただいていま

す。継続して参加している方からは、運動

の効果があるとの声もあり、今後も、この

運動内容で、普及啓発を進めてまいりたい

と考えています。 

また、現在、市内９会場、年間約 300回開催

しているそらまめ体操は、そらまメイトの

皆さまのご協力があって成り立っているも

のであり、そらまメイトに会うことを楽し

みにしている参加者もいらっしゃいます。

そのため、運営方法については、現在の開



 

 

催規模を維持していく上でも、そらまメイ

トの皆さまのご協力をいただきながらの開

催を続けてまいりたいと考えています。 

＜介護支援ボランティアポイント事業＞ 

登録者増の施策を加える。制度上、対象年

齢を 65 歳以下にすることは難しいかもしれ

ないが、参加者の実態を調べ、対象者年齢

の拡大の検討を。 

介護支援ボランティア事業は、高齢者がボ

ランティア活動を通じて、ご本人の健康増

進や介護予防につながることを目的として

います。令和元年度の実績では、年齢の上

限ありませんので 65 歳から 89 歳までの 704

人が、登録をしています。 

対象年齢を 65 未満までに拡大することは難

しい状況と考えていますが、ボランティア

活動による高齢者の社会参加や健康増進、

介護予防を推進するため、より事業の周知

を行い登録者数の増加に努めてまいりま

す。 

＜地域リハビリテーション活動支援事業＞  

住民主体型介護予防事業に専門職の関わり

を強めることはよいこと。主体は住民だと

しても、市の関わり、専門職の関わりあっ

ての介護予防。具体的にどのような取り組

みになるのか。 

地域の住民等が主体となって継続的に実施

する春日部えんＪＯＹトレーニングに理学

療法士や地域包括支援センター職員、介護

保険課職員が定期的に訪問して、立ち上げ

支援や継続支援等を実施しています。 

また、適宜、専門職による介護予防講話等

を実施し、住民の介護予防の意識啓発、向

上にも努めています。また、グループの活

動を牽引していくことのできる人材（サポ

ーター）を養成してまいります。 

  



 

 

（３）施策展開３ 「生きがいづくりと社会参加の推進」について（54頁～57頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜三世代交流事業の支援＞  

担当課に市民参加推進課を加え、各地の情

報提供などの支援まで含める。 

三世代交流事業の支援について、自治会と

の連携は不可欠であるため、自治会連合会

を所管する市民参加推進課と情報を共有し

ていく必要があると考えていますが、市民

参加推進課を担当課に追加することについ

ては、現時点では考えていません。 

現在、いきいきクラブ連合会を通じて三世

代交流事業を推進しているところですが、

事務局で把握している各地区での事業内容

を各単位クラブに周知し、さらなる事業の

活性化を図ってまいります。 

＜方向性① ふれあい・交流機会を提供しま

す＞  

「方向性①」に以下の事業を追加する。 

世代間交流の支援（高齢者支援課） 

「シルバーまつり」は、シルバー世代、若

い世代、障がいのある方と様々な垣根を越

えたイベントを目指し、多くの方がふれあ

い・交流できる場を提供します。 

シルバー人材センターでは、高齢者の就労

支援の他、イベントを通して、様々な世代

を超えたふれあい・交流の場を提供する有

益な事業を実施しているものと認識してい

ます。本計画では、シルバー人材センター

の個々の事業について掲載するのではな

く、市として、高齢者の就労支援を含めた

幅広い事業を行うシルバー人材センターの

活動を支援するものとして捉えており、56

頁の「シルバー人材センターの活動支援」

に集約して掲載します。 

＜方向性② 高齢者の社会教育、生涯学習等

の活動や社会参加を支援します＞ 

「方向性②」に以下の事業を追加する。 

シルバー人材センターの活動支援 

（高齢者支援課） 

シルバー人材センターの会員による『福祉

施設での音楽活動と語らい』や『環境美化

を目的とした街路清掃』などの奉仕活動を

支援します。 

シルバー人材センターでは、会員による社

会奉仕活動に積極的に取り組んでいただい

ていることと認識しています。本計画で

は、シルバー人材センターの個々の事業に

ついて掲載するのではなく、市として、高

齢者の就労支援を含めた幅広い事業を行う

シルバー人材センターの活動を支援するも

のとして 56 頁の「シルバー人材センターの

活動支援」の欄に集約して掲載します。 



 

 

＜ふれあい大学・大学院の運営＞  

70 歳まで定年延長の時代にあり、募集して

も入学希望者が集まらないとのことだが、

毎月、何らかの告知を徹底したら希望者が

増加するかと思う。 

実施した授業の様子を情報発信したり、情

報の発信回数を増やしたりするなど、参加

したことがない高齢者が情報を見る機会が

増えるよう、周知方法を検討してまいりま

す。 

担当課に市民参加推進課を加えて、卒業・

修了後の地域活動への参加支援までを含め

る。 

ふれあい大学・ふれあい大学院の卒業生を

地域活動に繋げ、各地域で活躍していただ

く機会が増えるよう、市民参加推進課と連

携して卒業後の選択肢について情報発信を

行っていく必要があると考えていますが、

市民参加推進課を担当課に追加することに

ついては、現時点では考えていません。 

＜シルバー人材センターの活動支援＞  

「シルバー人材センターの活動支援」に以

下の内容を追加する。 

高齢者が働くことを通じて生きがいを得る

とともに、ライフスタイルに合わせ臨時

的・短期的な仕事を提供するシルバー人材

センターを支援します。 

いただいたご意見を踏まえた文言に修正し

ます。 

 

 

（４）施策展開４ 「住み慣れた地域での生活の支援」について（58頁～63頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜方向性① 高齢者の日常生活を支援します＞   

「方向性①」に以下の事業を追加する。 

家事援助サービスの実施（高齢者支援課） 

家事援助サービスとして、通院付き添い、炊

事、洗濯等家事全般の手伝いの生活支援を行

うシルバー人材センターの支援をします。 

シルバー人材センターでは、家事援助サー

ビスにより、身の回りの生活のお困りごと

に対応した有益な事業を実施しているもの

と認識しています。本計画では、シルバー

人材センターの個々の事業について掲載す

るのではなく、市として、高齢者の就労支

援を含めた幅広い事業を行うシルバー人材

センターの活動を支援するものとして 56 頁

の「シルバー人材センターの活動支援」の

欄に集約して掲載します。  



 

 

＜方向性② 多様な生活支援サービス事業を

展開します＞  

要支援の方の訪問介護、通所介護が市の支援

事業となった。市は必要な人には、介護サー

ビス相当の支援ができるように努力している

と思っている。引き続き第８期でもその考え

に変わりはないか。 

第８期計画においても、要支援者の方が介

護サービス相当の訪問介護や通所支援が受

けられるなど、在宅で生活する高齢者の

様々なニーズや実態に合わせ、必要な人が

必要なサービスを受けられるよう、引き続

き努めてまいります。 

＜方向性③ 認知症予防の推進と認知症への

理解を深めます＞  

介護保険サービスでの支援が障害福祉サービ

スによる支援に優先される「若年性認知症や

脳卒中の後遺症等による高次脳機能障害の

人」への支援について、計画に位置づけてほ

しい。 

計画（案）48 頁に記載している「地域包括

支援センターの運営」では、地域包括支援

センターの機能として、地域の高齢者の総

合相談窓口を位置付けています。ご意見の

若年性認知症や脳卒中の後遺症等による高

次機能障害の方につきましても、この相談

窓口の中で対応させていただいておりま

す。 

＜高齢者・運転免許返納者への公共交通環境

の整備＞  

高齢者や運転免許返納者に対して、公共交通

機関のより利用しやすい整備充実、あるいは

タクシー利用に対する補助等を早急に対応し

てほしい。 

高齢者や運転免許返納者が、安心していき

いきと暮らせるよう、公共交通を利用した

移動しやすい環境を整備していきます。 

また、タクシー利用に対する補助等につい

ては、実施にあたっての課題を整理し、他

市の取り組み等を参考にしながら、本市に

合った取り組みを検討していきます。 

高齢者、免許返納者の交通手段の問題が取り

上げられたことを評価し、担当課が横断的に

取り組むことに期待する。その中で「検討し

ていきます」で終わっているのが残念。８期

の３年間は検討だけなのか。大まかな方向性

などは決まっていないのか。 

高齢者や運転免許返納者への公共交通を利

用した移動しやすい環境の整備について

は、関係部署が本市の課題についての共通

認識を持ち、連携して取り組んでいきま

す。また、今後の方向性については、関係

部署による協議を行いながら決定していき

ます。 

自動車業界に於いては技術革新が著しく早

く、2025年～2030年頃にかけて自動運転が普

及し、一般公道においてもすべて自動運転と

なれば免許証返上者も皆無となり得る。市と

電気自動車につきましては、地球温暖化防

止の側面から、本市の事業においても活用

を促進しておりますが、市民の方の購入に

関する補助は実施しておりません。 



 

 

して、ガソリン車から自動運転自動車（電気

自動車）購入変更申請があった場合は、補助

金を出す考えを持っているか。 

なお、最近の報道によりますと、経済産業

省と環境省が連携し、電気自動車など次世

代自動車の新たな購入支援事業を予定して

いるとのことです。 

 

（５）施策展開５ 「安心・安全なまちづくりの推進」について（64頁～69頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜方向性① 支えあいや見守りの仕組みを整

えます＞  

自治会、いきいきクラブ、民生委員等で高齢

者の一人家庭に安否確認を実施し、良い結果

が出ていると思う。他に、隣近所に「声掛

け」を決まった曜日、時間等で実施すると、

お互いに協力し、共助の精神で助け合いが生

じるのではないか。 

今後も高齢者が増加することが見込まれる

中、地域共生社会の実現に向け、共助によ

る支え合いや見守りの仕組みを整えていく

ことは大切なことと考えています。隣近所

の方による声掛けも含め、自治会、いきい

きクラブ、民生委員等との連携による声掛

けを行うとともに、課題を整理していきま

す。 

＜福祉サービス利用の援助と権利の擁護＞  

成年後見制度利用まではいかないが、福祉サ

ービスの利用援助、日常的金銭管理を必要と

される方も増えるものと思われる。現在で

も、利用が必要と思われる、利用を希望され

る方が多く、希望してから利用開始に至るま

で数カ月から半年以上という状況となってお

り、現状・今後を踏まえた適切な計画値によ

り、希望した対象となる方がより迅速に事業

を利用できるものとしていただきたい。 

 

地域全体で支えていくというつながりづく

りを意識しつつ、緊急性なども配慮しなが

ら、本人や関係機関等と連絡及び調整を進

めることで、誰もが安心して生活できる環

境づくりを進めてまいります。 

＜方向性③ 成年後見制度の利用を促進しま

す＞  

成年後見制度が必要な方は潜在的に多く、今

後も多くなっていくと思われる。必要な方の

中で、市長申し立てを必要とする方も増える

と想定されるので、市長申し立て件数につい

て、第７期計画では 2020年度は４人となって

成年後見制度は、本人の権利を擁護する一

方、行為を制限する性質を有するものであ

り、また、状態が改善されることがなけれ

ば、生涯解除されないものとなります。成

年後見制度の利用の促進に関する法律の制

定に伴い、利用者がメリットを実感できる

運用が重要視されていることからも、制度



 

 

いるが、第８期計画では大幅増の計画値を望

む。 

また、事業内容にある中核機関の早期設置を

切望する。 

の利用にあたりましては、慎重に進めてま

いります。なお、第８期計画におきまして

は、市長申立件数の設定は予定していませ

ん。 

中核機関の設置につきましては、関係機関

との協議・検討を進めてまいります。 

成年後見人の選定について、他人の財産を管

理運営するとなると、弁護士ですら財産流用

の犯罪が発生しているので、人選については

慎重な配慮が必要になると思う。また、問題

が発生した場合、市が損害額の補填、責任を

負うことになるのか。 

市長申し立ての場合、成年後見候補者を挙

げて申し立てを行っておりますが、その候

補者を後見人として選任するか否かは、家

庭裁判所の判断となっています。市では、

高齢者本人にとって必要となる支援内容を

考慮し、関係機関と協議の上、専門性の見

極めを行い、該当する専門機関から候補者

の推薦をいただいています。なお、後見人

に違法行為があった場合であっても、市が

損害の補填や責任を負うことはありませ

ん。 

＜方向性④ 災害や感染症対策を推進します＞   

75 年前のキャサリン台風時には、春日部周辺

では浸水家屋が発生したと聞いている。大型

台風が襲来し、利根川の堤防が決壊した場

合、春日部市では家屋の倒壊、浸水等で甚大

な被害が発生し、多くの避難民が集中、特

に、高齢者の一人家庭、要介護４・５の家庭

への対応が計り知れない負担があるものとし

て想定しておく必要があると思う。 

大規模災害では公助の限界があるため、共

助の取組として自治会や自主防災組織、ボ

ランティア団体等の協力を得ながら、要配

慮者の安全確保等の対応を実施していきま

す。 

災害時要援護者への体制の整備があまり進ん

でいないように感じる。要援護者の中の、要

介護状態の方の体制はケアマネージャーと連

携するのがよいとの専門家の指摘がある。こ

のような体制を考えるべきと思うがどうか。 

災害時要援護者避難支援制度に係る避難支

援関係者については、今後もケアマネージ

ャーも含めた有益な人材の確保を検討し、

逃げ遅れゼロに向けた体制整備について関

係機関と協議していきたいと考えていま

す。 

 



 

 

（６）施策展開６ 「介護サービスの充実」について（70頁～73頁） 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

＜方向性③ 保険料、利用料の軽減を図りま

す＞  

この項目に介護保険料のことが出ていな

い。利用料の軽減も大切なことだが、毎期

上がっていく介護保険料が気になる。年金

生活の高齢者には、介護保険料の負担は年

金天引きで大変。基金もあると聞いている

が、引き下げることはできないのか 

介護保険料につきましては、第７期計画期

間（平成 30 年度～令和２年度）の終了時の

介護給付費準備基金の剰余額を第８期計画

期間（令和３年度～令和５年度）に歳入と

して繰り入れ、保険料の上昇抑制を図って

まいります。 

 

  



 

 

＜その他＞ 

意 見 の 概 要  市の機関の考え方  

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の社会

参加に関する設問について、本市に関して

は広報活動、施設、教育環境等の充実によ

り、他の市より市民の関心があることか

ら、利用者が多いことが推察される。 

他市との比較の結果、多くの市民の皆様が

様々な活動を通して社会参加をされている

ことが分かりましたので、さらにその活動

が充実していくよう、計画に位置付ける

様々な事業の実施を図ってまいります。 

ふれあい大学・ふれあい大学院への参加に

ついて、生涯教育の両大学の参加者が少な

いのは、働き方改革により企業によっては

75 歳頃まで就労の機会があることから、市

の広報紙又はチラシ等で募集の記事を見る

機会が少ないこと及び、後期高齢者にたっ

てからは余裕をもって生活を送りたいこと

などが原因と思われる。最大の原因は労働

生産人口の高齢化と推察する。 

ふれあい大学・ふれあい大学院の入学者数

の減少については、高齢者の就業環境等の

変化による影響があると考えています。就

業による生きがいづくりも大切ですが、一

方で、退職後の生活を見据えた仲間づくり

や元気にいきいきと暮らしていくための学

習機会を得ることも大切であると考えてい

ます。そのため、働く高齢者に対しての情

報発信についても検討し、そのような方に

も参加しやすい実施方法について検討して

まいります。 

新しい生活様式に変化する時代に、私たち

高齢者も生活様式についていくことが当た

り前になりつつある。ふれあい大学校友会

の会員活動も、今年度は年初からコロナ禍

により地域行事を中止せざるを得ない。15

クラブのうち室内使用のクラブは活動が制

限され、困難をきたしているが、屋外のク

ラブは予定通り、３密回避を厳守しながら

活動中である。 

ふれあい大学校友会の活動は、高齢者が生

きがいを持って、いきいきと地域で活躍す

る社会づくりを行ううえで大切な活動だと

考えています。 

今後も、感染症に配慮しながら活動を継続

していただけることを願っています。 

 


